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� 完全支配関係がある法人の取引に係る税制の見直し

完全支配関係がある他の内国法人との取引について，所得

の金額の計算上，損益の調整制度を改組する。

①　完全支配関係

一の者が法人の発行済株式等の全部を直接若しくは間接に

保有する当事者間の完全支配の関係又は一の者との間に当事

者間の完全支配の関係がある法人相互の関係をいう。

②　完全支配関係がある法人間の資産譲渡取引等

e 内国法人が譲渡損益調整資産を完全支配関係がある他の

内国法人に譲渡した場合には，譲渡利益額又は譲渡損失額

に相当する金額を所得金額の計算上，損金の額又は益金の

額に算入する。なお，この改正は，平成22年10月１日以後

に行う譲渡損益調整資産の譲渡について適用する。

＊譲渡損益調整資産

固定資産，土地（土地の上に存する権利を含み，固定資

産に該当するものを除く。），有価証券，金銭債権及び繰

延資産で政令で定めるもの以外のものをいう。

[ 適格事後設立制度を廃止する。平成22年10月１日前の

事後設立は従前の例による。

f 非適格株式交換等に係る株式交換完全子法人等の有する

資産の時価評価制度において，完全支配関係がある場合に

は，適用除外となる。なお，この改正は，平成22年10月１

日以後の株式交換等について適用する。

�　法人税 ──────────────────

●平成22年度の税制改正
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③　完全支配関係がある法人間の寄附金及び受贈益

内国法人が完全支配関係がある他の内国法人に対して支出

した寄附金は，その全額を損金不算入とするとともに，当該

他の内国法人が受けた受贈益についても全額を益金不算入と

する。なお，この改正は，平成22年10月１日以後に支出する

寄附金の額及び同日以後に受ける受贈益の額について適用す

る。

④　完全支配関係がある法人間の資本取引

e 現物分配（法人が株主等に剰余金の配当等の事由により

金銭以外の資産の交付をすること）のうち，完全支配関係

がある内国法人のみであるものを適格現物分配とし，他の

適格組織再編成に準ずる。なお，この改正は，平成22年10

月１日以後に現物分配（残余財産の分配にあっては，同日

以後の解散によるものに限る。）が行われる場合に適用す

る。

[ 完全子法人株式等につき受ける配当等の額は負債利子を

控除せず，その全額を益金不算入とする。なお，この改正

は，平成22年４月１日以後開始する事業年度より適用す

る。

f 法人が所有株式を発行した完全支配関係がある他の法人

からみなし配当の基因となる事由により金銭その他の資産

の交付を受けた場合等の譲渡損益は計上しない。なお，こ

の改正は，平成22年10月１日以後より適用する。

⑤　完全支配関係にある子会社に対する中小企業等の特例の

適用制限

資本金の額若しくは出資金の額が５億円以上の法人又は相

互会社等との間にこれらの法人による完全支配関係がある資
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本金等１億円以下の中小企業等については，次の措置を適用

しない。

e 法人税の軽減税率の特例

[ 特定同族会社の特別税率の不適用

f 貸倒引当金の法定繰入率

i 交際費等の損金不算入制度における定額控除制度

- 欠損金の繰戻しによる還付制度

� 清算所得課税の廃止

平成22年10月１日以後に解散が行われた場合については，

次のとおり清算所得課税を廃止する。

①　清算所得課税を廃止するとともに，清算中の所得に各事

業年度の所得に対する法人税を課する。

②　平成22年９月30日までに解散が行われた場合について

は，改正前の法人税法により課税する。

� 受取配当等の益金不算入制度の不適用

自己株式として取得されることを予定して取得した株式

（外国子会社株式を含む。）が自己株式として取得された際に

生ずるみなし配当については，益金不算入制度を適用しない。

� 特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入制度の廃止

特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入制度を廃止す

る。なお，平成22年４月１日前に終了する事業年度の所得に

対する法人税については，従前の例による。

� 交際費等の損金不算入

交際費等の損金不算入制度について，中小法人に係る600

万円の定額控除についての適用期限を平成24年３月31日まで

２年延長する。
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� 使途秘匿金

使途秘匿金の支出がある場合の課税の特例について，その

適用期限を平成24年３月31日まで２年延長する。

� 会社更生等による債務免除等があった場合の欠損金

法人が解散した場合において，残余財産がないと見込まれ

るときは，青色欠損金額等以外の欠損金額を損金の額に算入

する。

� 欠損金の繰戻し還付の不適用

中小企業者等以外の法人の欠損金の繰戻しによる還付の不

適用期限を平成24年３月31日まで２年延長する。

	 中小企業者等の少額減価償却資産

中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の

特例を平成24年３月31日まで２年延長する。


 租税特別措置法に基づく特別償却・税額控除関係

①　試験研究を行った場合の特別税額控除制度における試験

研究費の増加額に係る特別税額控除又は平均売上金額の

10％を超える試験研究費に係る特別税額控除を選択適用で

きる制度について，その適用期限を２年延長する。

②　エネルギー需給構造改革推進設備等を取得した場合の特

別償却又は特別税額控除について，対象設備のうち石油以

外のエネルギー資源の利用に著しく資する機械その他の減

価償却資産を化石燃料以外のエネルギー資源の利用に著し

く資する機械その他の減価償却資産とする見直しをする。

③　中小企業投資促進税制について，その適用期限を２年延

長する。

④　事業基盤強化設備等を取得した場合等の特別償却又は特

別税額控除について，その対象から特定旅館業を営む大規
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模法人に係る措置を除外し，中小企業者が取得した情報基

盤強化設備等に係る措置を加える。

⑤　情報基盤強化設備等の特別償却又は特別税額控除制度を

廃止する。

⑥　地震防災対策用資産の特別償却制度について，その対象

から耐震改修工事に係る措置を除外する。

⑦　特定電気通信設備等の特別償却制度を廃止する。

⑧　資源再生化設備等の特別償却制度を廃止する。

⑨　障害者を雇用する場合の機械等の割増償却制度につい

て，障害者の雇用の促進等に関する法律の改正に伴い，障

害者雇用割合の算定の基礎となる雇用障害者数に身体障害

者又は知的障害者である短時間労働者を加えることとす

る。

⑩　優良賃貸住宅の割増償却制度について，中心市街地優良

賃貸住宅に係る措置を除外し，高齢者向け優良賃貸住宅だ

けを対象とする。

� 圧縮記帳と所得の特別控除

特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の

1,500万円特別控除について，適用対象から，公共用飛行場

周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律に

よる空港周辺整備計画が定められた第１種区域内にある土地

等が地方公共団体に買い取られる場合を適用対象から除外す

る。

� 貸倒引当金

内国法人が適格分割等により分割承継法人等に一括評価金

銭債権（内国法人がその有する売掛金，貸付金その他これら

に準ずる金銭債権（個別評価金銭債権を除く。））を移転する



6

場合において，当該一括評価金銭債権について，貸倒引当金

勘定に相当するものを設けたときは，その設けた期中一括貸

倒引当金に相当する金額のうち，当該一括評価金銭債権につ

き当該適格分割等の直前の時を事業年度終了の時とした場合

に計算される一括貸倒引当金繰入限度額に相当する金額に達

するまでの金額は当該適格分割等の日の属する事業年度の所

得の金額の計算上，損金の額に算入する。


 組織再編成に係る所得の金額の計算

①　移転資産等の譲渡損益の取扱い

法人が，分割，合併，現物出資又は現物分配（「組織再編

成」という。）によりその有する資産等を他に移転した場合

において，当該組織再編成が適格組織再編成（適格分割，適

格合併，適格現物出資又は適格現物分配）に該当する場合に

は，移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べる。

なお，内国法人が適格現物分配により資産の移転を受けた

ことにより生ずる収益の額は，各事業年度の所得の金額の計

算上，益金の額に算入しない。

②　現物分配による移転資産の譲渡損益

内国法人が残余財産の全部の分配又は引渡し（適格現物分

配を除く。）により被現物分配法人その他の者にその有する

資産の移転をするときは，当該被現物分配法人その他の者に

当該移転をする資産の当該残余財産の確定の時の価額による

譲渡をしたものとして，各事業年度の所得の金額を計算する。
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� 所得計算の特例

①　非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡

所得等の非課税措置

e 居住者又は国内に恒久的施設を有する非居住者（以下

「居住者等」という。）が，金融商品取引業者等の営業所に

開設した非課税口座（注）において管理されている上場株式

等（以下「非課税口座内上場株式等」という。）に係る配

当等でその非課税口座の開設の日から同日の属する年の１

月１日以後10年を経過する日までの間に支払を受けるべき

もの（その金融商品取引業者等がその配当等の支払事務の

取扱いをするものに限る。）については，所得税が非課税

とされる。

（注） 「非課税口座」とは，居住者等（その年の１月１日

において満20歳以上である者に限る。）が，非課税の

適用を受けるため，金融商品取引業者等の営業所の長

に対し，その者の氏名，住所等を記載した非課税口座

開設届出書にその年分の非課税口座開設確認書を添付

して提出することにより平成24年から平成26年までの

各年において設定された上場株式等の振替記載等に係

る口座（１人につき１年１口座に限る。）をいう。

[ 居住者等が，非課税口座の開設の日から同日の属する年

の１月１日以後10年を経過する日までの間にその非課税口

座に係る非課税口座内上場株式等の金融商品取引業者等へ

の売委託等による譲渡をした場合には，その譲渡による事

業所得，譲渡所得及び雑所得については，所得税が非課税と

�　所得税 ──────────────────
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され，非課税口座上場株式等の譲渡による損失金額は，所

得税に関する法令の規定の適用上，ないものとみなされる。

②　上場会社等の自己の株式の公開買付けの場合のみなし配

当課税の特例の廃止

上場会社等の自己株式の公開買付けの場合のみなし配当課

税の特例について，平成22年12月31日まで適用する経過措置

を講じた上，廃止する。

③　特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所

得の課税の特例

特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得

の課税の特例について，次の要件が追加された上，その適用

期限を平成23年12月31日まで２年延長する。

e 譲渡資産の譲渡に係る対価の額が２億円を超える場合に

は，本特例の適用はないこととする。

[ 譲渡資産の譲渡をした日の属する年又は前年若しくは

前々年に，その譲渡資産と一体として居住の用に供されて

いた家屋又は土地若しくは土地の上に存する権利の譲渡

（収用交換等による譲渡を除く。以下「前３年以内の譲渡」

という。）をしている場合において，その前３年以内の譲

渡に係る対価の額とその譲渡資産の譲渡に係る対価の額と

の合計額が２億円を超える場合には，本特例の適用はない

こととする。

f 譲渡資産の譲渡をした日の属する年の翌年又は翌々年

に，その譲渡資産と一体として居住の用に供されていた家

屋又は土地若しくは土地の上に存する権利の譲渡（収用交

換等による譲渡を除く。）をした場合において，その家屋

又は土地若しくは土地の上に存する権利の譲渡に係る対価
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の額とその譲渡資産の譲渡に係る対価の額（前３年以内の

譲渡がある場合には，上記[の合計額）との合計額が２億

円を超えることとなった場合には，本特例の適用はないこ

ととする。

i なお，譲渡資産の譲渡につき，本特例の適用を受けてい

る者が，fに該当することとなった場合には，その該当す

ることとなった譲渡をした日から４月を経過する日まで

に，その譲渡資産を譲渡した日の属する年分の所得税につ

いての修正申告書を提出し，かつ，その修正申告書に係る

税額を納付しなければならないこととされる。

- この改正は，平成22年１月１日以後に行う居住用財産の

譲渡について適用され，同日前に行った居住用財産の譲渡

については，なお従前のとおりとする。

④　給与所得者等が住宅資金の貸付け等を受けた場合の課税

の特例の廃止

給与所得者等が住宅資金の貸付け等を受けた場合の経済的

利益等に対する課税の特例について，適用期限（平成22年12

月31日）の到来をもって廃止されるとともに，同日以前に使

用者から住宅資金の貸付け等を受けている者に対して本特例

を引き続き適用するための所要の経過措置を講ずる。

� 所得控除等

①　扶養控除の見直し

e 年少扶養親族（扶養親族のうち，年齢16歳未満の者をい

う。）に対する扶養控除は，子ども手当の創設とあいまっ

て，廃止する。

[ 特定扶養親族（扶養親族のうち，年齢16歳以上23歳未満

の者をいう。）のうち，年齢16歳以上19歳未満の者に対す
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る扶養控除の上乗せ部分（25万円）を廃止し，扶養控除の

額を38万円とする。

（注） 上記e及び[の改正は，平成23年分以後の所得税につ

いて適用する。

②　障害者控除の見直し

居住者の扶養親族又は控除対象配偶者が同居の特別障害者

である場合において，従来の扶養控除又は配偶者控除の額に

35万円を加算する措置に代えて，同居特別障害者に対する障

害者控除の額を75万円（改正前40万円）に引き上げる。

この改正は，平成23年分以後の所得税について適用する。

③　生命保険料控除の改組

生命保険料控除を改組して，次のeからfまでによる各保

険料控除の合計適用限度額を12万円とすることとする。

e 平成24年１月１日以後に締結した保険契約等に係る控除

e 平成24年１月１日以後に生命保険会社又は損害保険会社

等と締結した保険契約等（以下「新契約」という。）のう

ち介護保険契約等に係る支払保険料等（介護医療保険料）

について，一般生命保険料控除とは別枠で介護医療保険料

控除（適用限度額４万円）を設ける。

[ 新契約に係る一般生命保険料控除及び個人年金保険料控

除の適用限度額は，それぞれ４万円とする。

f 上記e及び[の各保険料控除の控除額の計算は次のとお

りとする。
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i 新契約については，主契約又は特約の保障内容に応じ，

その保険契約等に係る支払保険料等を各保険料控除に適用

する。

" 平成23年12月31日以前に締結した保険契約等に係る控除

平成23年12月31日以前に生命保険会社又は損害保険会社等

と締結した保険契約等（以下「旧契約」という。）に係る一

般生命保険料控除及び個人年金保険料控除の控除額の計算は

次のとおりとし，これらの控除の適用限度額は，それぞれ５

万円とする。

f 新契約と旧契約の双方について保険料控除の適用を受け

る場合の控除額の計算

新契約と旧契約の双方について一般生命保険料控除又は個

人年金保険料控除の適用を受ける場合には，上記e[及び"

にかかわらず，一般生命保険料控除又は個人年金保険料控除

の控除額は，それぞれ次に掲げる金額の合計額（適用限度額

４万円）とする。

e 新契約の支払保険料等につき，上記efの計算式により

控　　除　　額年間の支払保険料等

支払保険料等の全額２５,０００円以下

支払保険料等×１/２＋１２,５００円２５,０００円超 ５０,０００円以下

支払保険料等×１/４＋２５,０００円５０,０００円超 １００,０００円以下

一律５０,０００円１００,０００円超

控　　除　　額年間の支払保険料等

支払保険料等の全額20,000円以下

支払保険料等×1/2＋10,000円20,000円超 40,000円以下

支払保険料等×1/4＋20,000円40,000円超 80,000円以下

一律40,000円80,000円超
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計算した金額

[ 旧契約の支払保険料等につき，上記"の計算式により計

算した金額

（注） 上記の改正は，平成24年分以後の所得税について適用

する。

④　寄附金控除

寄附金控除の適用下限額を２千円（改正前５千円）に引き

下げる。
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� 小規模宅地等の課税価格の計算の特例

小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例に

ついて，次の見直しを行うこととする。

①　相続人等が相続税の申告期限までに事業又は居住を継続

しない宅地等（改正前200㎡まで50％減額）を適用対象か

ら除外する。

②　一の宅地等について共同相続があった場合には，事業用，

居住用共に取得した者ごとに適用要件を判定する。したが

って，適用を受けられるのは要件を満たしている者のみで，

満たしていない者は減額できない。

③　一棟の建物の敷地の用に供されていた宅地等のうちに特

定居住用宅地等の要件に該当する部分とそれ以外の部分が

ある場合には，部分ごとに按分して軽減割合を計算する。

④　特定居住用宅地等は，主として居住用に供されていた一

の宅地等に限られる。

� 障害者控除

相続税の障害者控除について，その控除額の算出に用いる

年数を相続人等が85歳（改正前70歳）に達するまでの年数と

する。

なお，この改正は，平成22年４月１日以後の相続又は遺贈

に係る相続税について適用する。

� 定期金に関する権利の評価額

定期金に関する権利の相続税及び贈与税の評価について，

次の見直しを行う。

①　給付事由が発生している定期金に関する権利の評価額

�　相続税 ──────────────────
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は，次に掲げる金額のうちいずれか多い金額とする。

e 解約返戻金相当額

[ 定期金に代えて一時金の給付を受けることができる場

合には，当該一時金相当額

f 予定利率等を基に算出した金額

②　上記の改正は，平成22年４月１日から平成23年３月31日

までの間に相続若しくは遺贈又は贈与により取得する定期

金に関する権利（当該期間内に締結した契約に係るものに

限る。）及び平成23年４月１日以後に相続若しくは遺贈又

は贈与により取得する定期金に関する権利に係る相続税又

は贈与税について適用する。

③　給付事由が発生していない定期金に関する権利の評価額

は，原則として，解約返戻金相当額とする。
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� 住宅取得等資金の贈与税の非課税の特例

直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税

の非課税措置について，次の措置を講ずる。

①　非課税限度額（改正前500万円）を次のように引き上げ

る。

e 平成22年中に住宅取得等資金の贈与を受けた者

1,500万円

[ 平成23年中に住宅取得等資金の贈与を受けた者

1,000万円

②　適用対象となる者を贈与を受けた年の合計所得金額が

2,000万円以下の者に限定する。

（注） 贈与を受けた者でその贈与を受けた年の合計所得金額

が2,000万円を超える者は適用ができないが，平成22年

中に住宅取得等資金の贈与を受けた者については，改正

前の制度（500万円控除）を選択して適用できる。

③　適用期限は，平成23年12月31日（改正前平成22年12月31

日）までとする。

� 住宅取得等資金の贈与に係る相続時精算課税の特例

住宅取得等資金の贈与に係る相続時精算課税の特例につい

て，特別控除1,000万円の上乗せの特例を平成21年12月31日

をもって廃止し，65歳未満の年齢要件の特例の適用期限を平

成23年12月31日まで２年延長する。

�　贈与税 ──────────────────
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� 一定の認定長期優良住宅の所有権の保存登記等に対する

登録免許税の税率の軽減措置について，その適用期限を平

成24年３月31日まで２年延長する。

� マンション建替事業の施行者等が受ける権利変換手続開

始の登記等に対する登録免許税の免税措置について，適用

対象から施行再建マンションに関する権利について必要な

登記を除外した上，その適用期限を平成24年３月31日まで

２年延長する。

� 農地保有合理化事業を行う法人又は農地利用集積円滑化

事業を行う法人が農用地を取得した場合の所有権の移転登

記に対する登録免許税の税率の軽減措置を廃止する。

� 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法

に規定する認定事業再構築計画等に基づき行う登記に対す

る登録免許税の税率の軽減措置について，次の登記にあっ

ては軽減税率が適用される資本金の額の上限を3,000億円

とした上，その適用期限を平成24年３月31日まで２年延長

する。

①　株式会社の設立又は資本金の額の増加の登記

②　合併又は分割による株式会社の設立又は資本金の額の

増加の登記における純増部分の登記

� 国際船舶の所有権の保存登記等に対する登録免許税の税

率の軽減措置について，所有権の保存登記及び抵当権の設

定登記に係る軽減税率を1,000分の３（改正前1,000分の2.5）

に引き上げた上，その適用期限を平成24年３月31まで２年

延長する。

�　登録免許税 ────────────────
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� 事業者免税点制度の適用の見直し

次の期間（簡易課税制度の適用を受ける課税期間を除く。）

中に調整対象固定資産（建物，機械及び装置等で100万円以

上のもの）の仕入れ等を行った場合には，当該仕入れ等の日

の属する課税期間から当該課税期間の初日から３年を経過す

る日の属する課税期間までの各課税期間については，事業者

免税点制度を適用しないこととする。

①　課税事業者を選択することにより事業者免除点制度の適

用を受けないこととした事業者の当該選択の強制適用期間

（２年間）

②　その事業年度の基準期間のない法人のうち，その事業年

度開始の日における資本金の額又は出資の金額が1,000万

円以上である新設法人については，その新設法人の基準期

間がない事業年度（設立当初の２事業年度）

この改正は，上記①の課税事業者を選択した事業者につい

ては平成22年４月１日以後に課税事業者選択届出書を提出し

た事業者の同日以後開始する課税期間から適用し，上記②の

新設法人については同日以後設立されたものについて適用す

る。

� 簡易課税制度の適用の見直し

上記�により事業者免税点制度を適用しないこととされた

課税期間については，簡易課税制度の適用を受けられないこ

ととする。

�　消費税 ──────────────────
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� 法人事業税・法人住民税

①　法人事業税の資本割の課税標準について，無償減資等の

金額を資本金等の額から控除するとともに，無償増資等の

金額を資本金等の額に加算する措置を講じる。

②　法人住民税等に係る還付加算金の起算日について，法人

税の決定等を受けて法人住民税等の期限後申告を行い，そ

の後減額更正を受けた場合について，当該期限後申告に係

る納付の日の翌日から還付加算金を計算する。

� 個人住民税

①　扶養控除の見直し

年少扶養親族に係る扶養控除を廃止し，特定扶養親族のう

ち，年齢16歳以上19歳未満の者に係る扶養控除の上乗せ部分

（12万円）を廃止し，扶養控除の額を33万円とする。この改

正は，平成24年度分以後の個人住民税について適用する。

②　同居特別障害者の特例の改組

扶養親族又は控除対象配偶者が同居の特別障害者である場

合において，扶養控除又は配偶者控除の額に23万円を加算す

る措置（同居特別障害者加算の特例措置）について，年少扶

養親族に係る扶養控除の廃止に伴い，特別障害者控除の額に

23万円加算する措置に改める。この改正は，平成24年度分以

後の個人住民税について適用する。

③　生命保険料控除の改組

生命保険料控除を所得税の場合と同様な改組を行い，各保

険料控除の合計適用限度額を７万円とする。この改正は，平

成25年度分以後の個人住民税について適用する。

�　地方税 ──────────────────
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� 不動産取得税

①　農地保有合理化法人等が長期貸付農地保有合理化事業に

より取得する農地等に係る不動産取得税の課税標準の特例

措置を廃止する。

②　マンション建替事業の施行に伴いやむを得ない事情によ

り権利変換を希望しない旨の申出をした者が施行マンショ

ン内で行っていた事業を引き続き行うための当該事業の用

に供する土地等（住宅の用に供するものを除く。）に係る

不動産取得税の課税標準の特例措置を廃止する。

③　長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する認定

長期優良住宅の新築に係る不動産取得税の課税標準の特例

措置の適用期限を２年延長する。

④　新築住宅を宅地建物取引業者等が取得したものとみなす

日を住宅新築の日から１年（本則６月）を経過した日に緩和

する不動産取得税の特例措置の適用期限を２年延長する。

⑤　新築住宅特例適用住宅用土地に係る不動産取得税の減額

措置（床面積の２倍（200平方メートルを限度）相当額の

減額）について，土地取得後の住宅新築までの経過年数要

件を緩和する特例措置の適用期限を２年延長する。

⑥　特例民法法人の業務を承継するために設立された認可地

縁団体が，平成22年４月１日から平成25年11月30日までの

間に解散した当該特例民法法人からその残余財産を取得す

るに際して，一定の要件を満たす場合には，その残余財産

に係る不動産取得税について非課税とする措置を講ずる。

� 固定資産税及び都市計画税

①　地震防災対策の用に供する償却資産に係る固定資産税の

課税標準の特例措置について，その適用期限を４年延長し
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た上，廃止する。

②　高齢者向け優良賃貸住宅に係る固定資産税の減額措置の

適用期限を１年延長する。

③　長期優良住宅に係る固定資産の減額措置について，今後

１年間で新築住宅に係る固定資産税の減額措置と併せて優

良な住宅ストック重視の観点から見直しを検討していくこ

とを条件に，適用期限を２年延長する。

④　省エネ改修を行った住宅に係る固定資産税の減額措置に

ついて，今後１年間で新築住宅に係る固定資産税の減額措

置と併せて優良な住宅ストック重視の観点から見直しを検

討していくことを条件に，適用期限を３年延長する。

⑤　密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律

に規定する防災街区整備事業の施行に伴い従前の権利者が

取得する一定の家屋に係る固定資産税の減額措置の適用期

限を１年延長する。

⑥　新築住宅に係る固定資産税の減額措置について，今後１

年間で優良な住宅ストック重視の観点から見直しを検討し

ていくことを条件に，適用期限を２年延長する。

⑦　バリアフリー改修を行った住宅に係る固定資産税の減額

措置について，今後１年間で新築住宅に係る固定資産税の

減額措置と併せて優良な住宅ストック重視の観点から見直

しを検討していくことを条件に，適用期限を３年延長する。

� 国民健康保険税

①　国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を50万円

（改正前47万円），後期高齢者支援金等課税額に係る課税限

度額を13万円（改正前12万円）に引き上げる。

②　国民健康保険税の減額について，市町村の判断により減

額割合を選択できることとする。
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健康保険・厚生年金保険の標準報酬月額及び厚生年金保険料額表
（平成２２年９月分～）

厚生年金保険料率 

（一般の被保険者）

健康保険料率 

（全国健康保険協会）報酬月額
標準報酬

１６.０５８％各都道府県別日額月額�等級

折半額全額折半額全額円以上　　　　　円未満

左
欄
の
金
額
に　

％
を
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じ
る

５０
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準
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月
額
�
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次
頁
の
都
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府
県
別
健
康
保
険
料
率
を
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護
保
険
第
２
号
被
保
険
者
か
否
か
を
判
断
し
、
該
当
率
を
乗
じ
た
金
額

～　　　　６３,０００１,９３０５８,０００１

６３,０００　～　　　　７３,０００２,２７０６８,０００２

７３,０００　～　　　　８３,０００２,６００７８,０００３

８３,０００　～　　　　９３,０００２,９３０８８,０００４

７,８６８.４２１５,７３６.８４９３,０００　～　　　１０１,０００３,２７０９８,０００５（１）

８,３５０.１６１６,７００.３２１０１,０００　～　　　１０７,０００３,４７０１０４,０００６（２）

８,８３１.９０１７,６６３.８０１０７,０００　～　　　１１４,０００３,６７０１１０,０００７（３）

９,４７４.２２１８,９４８.４４１１４,０００　～　　　１２２,０００３,９３０１１８,０００８（４）

１０,１１６.５４２０,２３３.０８１２２,０００　～　　　１３０,０００４,２００１２６,０００９（５）

１０,７５８.８６２１,５１７.７２１３０,０００　～　　　１３８,０００４,４７０１３４,０００１０（６）

１１,４０１.１８２２,８０２.３６１３８,０００　～　　　１４６,０００４,７３０１４２,０００１１（７）

１２,０４３.５０２４,０８７.００１４６,０００　～　　　１５５,０００５,０００１５０,０００１２（８）

１２,８４６.４０２５,６９２.８０１５５,０００　～　　　１６５,０００５,３３０１６０,０００１３（９）

１３,６４９.３０２７,２９８.６０１６５,０００　～　　　１７５,０００５,６７０１７０,０００１４（１０）

１４,４５２.２０２８,９０４.４０１７５,０００　～　　　１８５,０００６,０００１８０,０００１５（１１）

１５,２５５.１０３０,５１０.２０１８５,０００　～　　　１９５,０００６,３３０１９０,０００１６（１２）

１６,０５８.００３２,１１６.００１９５,０００　～　　　２１０,０００６,６７０２００,０００１７（１３）

１７,６６３.８０３５,３２７.６０２１０,０００　～　　　２３０,０００７,３３０２２０,０００１８（１４）

１９,２６９.６０３８,５３９.２０２３０,０００　～　　　２５０,０００８,０００２４０,０００１９（１５）

２０,８７５.４０４１,７５０.８０２５０,０００　～　　　２７０,０００８,６７０２６０,０００２０（１６）

２２,４８１.２０４４,９６２.４０２７０,０００　～　　　２９０,０００９,３３０２８０,０００２１（１７）

２４,０８７.００４８,１７４.００２９０,０００　～　　　３１０,０００１０,０００３００,０００２２（１８）

２５,６９２.８０５１,３８５.６０３１０,０００　～　　　３３０,０００１０,６７０３２０,０００２３（１９）

２７,２９８.６０５４,５９７.２０３３０,０００　～　　　３５０,０００１１,３３０３４０,０００２４（２０）

２８,９０４.４０５７,８０８.８０３５０,０００　～　　　３７０,０００１２,０００３６０,０００２５（２１）

３０,５１０.２０６１,０２０.４０３７０,０００　～　　　３９５,０００１２,６７０３８０,０００２６（２２）

３２,９１８.９０６５,８３７.８０３９５,０００　～　　　４２５,０００１３,６７０４１０,０００２７（２３）

３５,３２７.６０７０,６５５.２０４２５,０００　～　　　４５５,０００１４,６７０４４０,０００２８（２４）

３７,７３６.３０７５,４７２.６０４５５,０００　～　　　４８５,０００１５,６７０４７０,０００２９（２５）

４０,１４５.００８０,２９０.００４８５,０００　～　　　５１５,０００１６,６７０５００,０００３０（２６）

４２,５５３.７０８５,１０７.４０５１５,０００　～　　　５４５,０００１７,６７０５３０,０００３１（２７）

４４,９６２.４０８９,９２４.８０５４５,０００　～　　　５７５,０００１８,６７０５６０,０００３２（２８）

４７,３７１.１０９４,７４２.２０５７５,０００　～　　　６０５,０００１９,６７０５９０,０００３３（２９）

４９,７７９.８０９９,５５９.６０６０５,０００　～　　　６３５,０００２０,６７０６２０,０００３４（３０）

（単位：円）６３５,０００　～　　　６６５,０００２１,６７０６５０,０００３５

６６５,０００　～　　　６９５,０００２２,６７０６８０,０００３６

６９５,０００　～　　　７３０,０００２３,６７０７１０,０００３７

７３０,０００　～　　　７７０,０００２５,０００７５０,０００３８

７７０,０００　～　　　８１０,０００２６,３３０７９０,０００３９

８１０,０００　～　　　８５５,０００２７,６７０８３０,０００４０

８５５,０００　～　　　９０５,０００２９,３３０８８０,０００４１

９０５,０００　～　　　９５５,０００３１,０００９３０,０００４２

９５５,０００　～　１,００５,０００３２,６７０９８０,０００４３

１,００５,０００　～　１,０５５,０００３４,３３０１,０３０,０００４４

１,０５５,０００　～　１,１１５,０００３６,３３０１,０９０,０００４５

１,１１５,０００　～　１,１７５,０００３８,３３０１,１５０,０００４６

１,１７５,０００　～　　　　　　　　　４０,３３０１,２１０,０００４７

＊詳しくは，日本年金機構のホームページ（http://www.nenkin. 
go.jp/）でご確認ください。
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都道府県別健康保険料率（全国健康保険協会）
　（単位：％）

健康保険料率

都道府県名

健康保険料率

都道府県名 介護保険第２号被保

険者に該当する方

介護保険第２号被保

険者に該当しない方

介護保険第２号被保

険者に該当する方

介護保険第２号被保

険者に該当しない方

１０.８３９.３３滋賀県１０.９２９.４２北海道

１０.８３９.３３京都府１０.８５９.３５青森県

１０.８８９.３８大阪府１０.８２９.３２岩手県

１０.８６９.３６兵庫県１０.８４９.３４宮城県

１０.８５９.３５奈良県１０.８７９.３７秋田県

１０.８７９.３７和歌山県１０.８０９.３０山形県

１０.８４９.３４鳥取県１０.８３９.３３福島県

１０.８５９.３５島根県１０.８０９.３０茨城県

１０.８８９.３８岡山県１０.８２９.３２栃木県

１０.８７９.３７広島県１０.８１９.３１群馬県

１０.８７９.３７山口県１０.８０９.３０埼玉県

１０.８９９.３９徳島県１０.８１９.３１千葉県

１０.９０９.４０香川県１０.８２９.３２東京都

１０.８４９.３４愛媛県１０.８３９.３３神奈川県

１０.８８９.３８高知県１０.７９９.２９新潟県

１０.９０９.４０福岡県１０.８１９.３１富山県

１０.９１９.４１佐賀県１０.８６９.３６石川県

１０.８７９.３７長崎県１０.８４９.３４福井県

１０.８７９.３７熊本県１０.８１９.３１山梨県

１０.８８９.３８大分県１０.７６９.２６長野県

１０.８４９.３４宮崎県１０.８４９.３４岐阜県

１０.８６９.３６鹿児島県１０.８０９.３０静岡県

１０.８３９.３３沖縄県１０.８３９.３３愛知県

１０.８４９.３４三重県

＊１．40歳から64歳までの方（介護保険第２号被保険者に該当す
る方）は全国一律の介護保険料率（1.50％）が加わります。
上記表の右欄になります。 

＊２．各都道府県の保険料額表は，全国健康保険協会（協会けん
ぽ）のホームページ（http://www.kyoukaikenpo.or.jp/）に
掲載されています。 

＊３．健康保険組合に加入する方の健康保険料については，加入
する健康保険組合にお問い合わせください。

（平成２２年３月分～）


